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「１」共通 

○全体図 

中間答申 全体像

共通

• 厚生労働省医政局総務課医療国際展開推進室の実態調査の継続実施と、データの十分な活用

感染症対策

• （国）国・専門家から直接助言が得られる相

談システムの構築

（搬送先医療機関を紹介も可能）

• 外国人・宿泊施設担当への周知

円滑な支払いの支援

• 日本人外国人を問わず発生することの認識

• キャッシュレス化推進の必要性

• 治療前の事前説明の必要性

• （国）疾病別におおよその費用算出につい

ての考え方を示すべき

• （再掲）医療通訳等の費用請求が可能であ
ることの周知

旅 行 保 険 の 加 入 勧 奨

• （訪日外国人）保険未加入者の実態調査

• 国は、保険未加入者へのさらなる加入促進

• 公的補助を中心とした基金の設立（未収金への

セーフティーネット）

• （在留を予定している外国人）日本の保険医療制

度の事前説明・加入勧奨

未収金

• 医師自らが、提供する医療を十分に検討すること

（提供する医療、費用、支払方法の事前合意）

• （国）公的補助を中心とした基金の設立（未収金

へのセーフティーネット）

問診票の様式統一

• 外国人にとって有益

通称名と本名の問題

• 差別解消にむけた教育が必要

地域における外国人医療
対策協議会の設置

• 国から、都道府県へ外国人に対する医療提供

の検討を周知

• 外国人だけの問題ではないことに留意

• 在留外国人の人権、医療機関への負荷、
バランスの取れた制度設計の必要

保険の適用について

• 外国人受入医療機関のリスト一本化

• リストの周知（ウェブ・電子媒体以外）

• 対応可能な診療科、対応可能な言語の掲載

• ・一般医療機関から適切な医療機関へ紹介できる

仕組みの構築

日本の医療提供体制の周知

• 医療機関検索システムの多言語化、多言語ガイド

ブック等の周知

• 国や民間団体による説明資料・マニュアルの周知
• 通訳費用等の請求について周知すべき

現状医療機関による請求が難しいので医療機関に
よる理解が進むまで支援する

訴訟リスク
• 裁判籍を日本とする契約条項の追加

（抑止的効果）

• 外国判決の国内執行については引き続き注視

すべき（2019.01時点で執行例はない）

• 誤訳による責任は通訳者が負担すべき（その

ため医療通訳の保険加入を促進）

訪⽇外国⼈

在留外国⼈
共通

ワ ン ス ト ッ プ 窓 口

• 全国的に共通する業務と都道府県ごとに設置する

業務を分けるべき

• 民間の経験や機能を十分に活用することが重要

• 相談だけではなく対応も行うべき

• 医療機関だけでなく外国人患者も利用できること

人材育成（医療通訳者等）

• 医師に対する外国人に対する医療提供の教育

（日本医師会生涯教育制度等の活用）

• 外国人患者受入れ医療コーディネーターの定義・

役割の明確化
健 康 保 険 の 加 入 勧 奨

• 日本の医療保険制度、医療相談窓口、

医療保険加入の周知

 
 

 

○外国人に対する医療提供の実態について 

2018 年 9 月 4 日付で厚生労働省医政局総務課医療国際展開推進室は、全

国の病院と、特定の地域の全診療所を対象に外国人に対する医療提供の実態

を調査している。 
今後、外国人に対する医療提供を考えるためには、この調査を継続的に実

施すると共に、結果を公表し、地域における外国人医療提供を考えるために

十分に活用する必要がある。 
 
 

○日本の医療提供体制の周知について 

・国、関係団体の整備する医療機関のリスト 

現在、外国人に対する医療機関を紹介する仕組みとして、観光庁の「訪日

外国人旅行者受入医療機関リスト」（JNTO）、厚生労働省の「外国人患者受

入れ環境整備推進事業」がある。また、関係機関が整備している仕組みとし
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て、一般社団法人日本医療教育財団の「外国人患者受入医療機関認証制度」

(JMIP)や、一般社団法人 Medical Excellence JAPAN（MEJ）による「ジャ

パンインターナショナルホスピタルズ」(JIH)がある。 
このうち「ジャパンインターナショナルホスピタルズ」は、医療目的の渡

航者を対象としており、リストの趣旨は他とは異なる。その他は医療以外の

目的で来日した外国人を対象としている。 
 

・リストのあり方について 

これらの国及び関連団体のリスト等については、外国人患者、宿泊施設の

従業員等の一次対応者そして医療機関がどの場合に何を参照すればよいか判

断が難しい。 
今後、新たにリストを設ける場合は、これらのリストを一本化することも

含め、より分かりやすいものを作成するべきである。また、上述した「訪日

外国人旅行者受入医療機関リスト」と「外国人患者受入れ環境整備推進事

業」では、掲載される医療機関の要件が大きく異なるため、単にリストを一

本化するだけでなく、どの部門や言語で外国語対応が可能なのか（「医師の

英語対応のみ可能」、「事務部門も含め全院的に多言語対応が可能」等）と

いった対応レベルについても記載をし、外国人患者が適切な医療機関に受診

することを促進するものであるべきである。 
そして、これらの仕組みを、医療機関・外国人患者・一次対応者に周知し

ていく必要がある。 
周知するべき内容には、対応が可能な医療機関を列挙する他、対象疾患、

日本の医療提供体制や救急搬送体制が挙げられる。 
また、リストはできる限り最新の情報を掲載しなければならない。 
そして ICT 以外の方法でも提供する必要がある。 
これらのリストに掲載された医療機関は、大規模病院から中小の医療機関

まで様々である。特に中小の医療機関が十分に対応するためには、現場の医

療機関の自助努力に任せるだけでなく、公的な支援を医療機関ごとに実施し

ていく必要がある。 
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また、外国人患者は、リスト等に掲載された医療機関だけではなく、一般

の医療機関にも来院することを前提にするべきである。よって、国は、一般

の医療機関における体制整備に対しても支援が必要である。そしてこれらの

診療所から適切な医療機関へ紹介できるような仕組みが必要である。 
 
 

【入国前】 

○保険の加入勧奨 

・訪日外国人に対する国の取組 

訪日外国人に対しては、旅行保険へのさらなる加入勧奨が必要である。 
外国人旅行者に対する旅行保険加入勧奨については、観光庁が対応してい

る。入国前においては、保険加入を勧奨するチラシを、在外公館や JNTO 現

地事務所に配架し、日本への移動中は、一部の航空機の中や、クルーズ船の

乗船時に配付する他、入国審査のカウンターにも配備している。また、主要

７空港（成田・羽田・関西・中部・福岡・新千歳・那覇空港1）の入国審査場

のモニターやサイネージでも同様の案内を映像で流している。 
さらに、入国後も Wi-Fi レンタルのカウンター、観光案内所、宿泊施設等

あらゆる場所を利用し訪日客の目に留まるよう勧奨している。 
その内容は、入国前の加入だけでなく、入国後も保険加入が可能であるこ

とを案内している。 

                      
1 観光庁「平成 30 年度外国人旅行者に対する旅行保険加入勧奨の取組み」より引用 
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その他、民間事業者の取組みとしては、国内の損害保険会社が、主要空港

や観光案内所での案内・チラシ配布等を行っている。 

 
 

・訪日外国人に向けた加入勧奨について 

外国人旅行者の旅行保険加入率は、旅行者全体で 73％である（次頁観光庁

資料参照）。本調査結果における欧米豪の結果には、自国の民間医療保険で

海外旅行時の医療費等をカバーする者も含まれている2が、今後、未加入の原

因や未収金との関連など、その実態をさらに調査・分析する必要がある。 
そして、これらの結果を踏まえ、いかなる保険にも加入していない者に向

けて、さらなる加入の促進を図る必要がある。また、これらの手立てを経て

も十分に加入率が上がらない場合の対応も検討するべきである。 
保険加入の勧奨については、例えばトランジットでわが国に立ち寄った外

国人の方の容態が急変し空港やクルーズ船の就航する港近隣の特定の医療機

関に緊急搬送された場合、加入を求めている時間はない。 
不法入国または難民であることを自己申告し、または申請を行っている等

で滞在している人も、類似のケースに該当すると考える。 
このような場合に備え、空港近隣など特定の医療機関は、予めリスクヘッ

ジとして未収金を補填する保険への加入を促進することが考えられる。そし

て公的補助を中心とした補填の仕組みが必要である。（後述、未収金参照） 

                      
2 調査対象の「特定のサービスなどに付帯」は、「他に個人で加入している保険（医療保険など）に付

帯」「他に団体で加入している保険（企業での加入保険など）に付帯」を含めている。 
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そして加入する旅行保険は、傷病が対象であり、虫歯や出産のように対象

とならない事例もあることに留意する必要がある。 
また、保険の内容を医療機関で確認することは非常に難しい。簡易に保険

の種類・支払いの方法等を確認できるような仕組みが必要である。 

 
 

・在留外国人に対する保険の加入勧奨等について 

わが国に在留することを検討している外国人に対しても、国民健康保険等

の加入勧奨が必要である。 
そして、入国後、円滑に在留できるよう、わが国の保険医療制度をはじめ

とした医療制度や、過去に在留外国人が直面してきた問題や疑問への回答

を、事前に周知していく必要がある。 
また、在留中もこれらの制度、問題や疑問について回答・解説する、相談

センター等の仕組みが必要である。 
 
 

○多言語対応 

・国、都道府県、民間団体の取組 

これまでも都道府県は、医療機能情報システム3等の多言語化や、医療機関

受診のための多言語ガイドブック等を作成している。円滑な外国人患者の受

                      
3
医療機能情報システム 

 https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryou/teikyouseido/index.html 
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入のためには、医療行為時の多言語化のみならず院内の多言語化、受付・会

計時の本人確認、医療費未払いの予防オペレーションが必要である。また、

医療通訳や電話通訳を実施している団体に対して、都道府県や都道府県医師

会等が費用を負担している場合がある。 
厚生労働省は、外国人向け多言語説明資料として、診療申込書等のテンプ

レートを用意している。 
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryou/ko

kusai/setsumei-ml.html 
 
 

  
また、AMDA 国際医療情報センターでは、一般的な医療機関での外来診

療の流れや診察の申込書等を無償で提供している。 
http://amda-imic.com/modules/useful/index.php?content_id=1 
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観光庁は「訪日外国人旅行者受入医療機関リスト」（JNTO）のホームペー

ジにおいて、外国人に対する利用ガイドとして、「自分の症状を指し示せ

る」シートを掲載している。 
https://www.jnto.go.jp/emergency/jpn/support.html 
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次に、厚生労働省は「外国人患者受入れ環境整備推進事業(医療通訳者・コ

ーディネーターの配備による拠点病院構築)」や「団体契約を通じた電話医療

通訳の利用促進事業」等を通じて支援を行っている。本事業はモデル事業で

あるが、今後持続可能性をもって全国に広められるよう、制度を拡充する必

要がある。 
 

・通訳事業者との契約について 

通訳事業者との契約においては、団体契約により個々の医療機関では煩雑と

なる契約交渉を一括することができる。都道府県・市区町村等の地方自治体

は地域の医師会の十分な関与のもと、あるいは、地域の医師会等の公益団体

が主体となる場合は十分な公的支援のもと、通訳事業者と契約することが求

められる。また、その契約費用については出国税を含め公的資金による補助

が求められる。 

また、医療通訳に関わる費用は、特に保険診療において、通訳に係る費用

を患者に求めることは制度的には可能であるが、保険診療の自己負担に比べ

高額になるため困難な場合が多い。そのため医療通訳に係る費用は医療機関

が負担せざるをえない。その結果、この負担に耐えられる規模の医療機関だ

けが外国人に対し医療を提供できることになる。より多くの医療機関が外国
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人に対しても安全・安心な医療を提供するために、医療通訳に係る費用につ

いても公的な補助を検討すべきである。 
 
 
【入国後】 

◯わが国における外国人に対する医療提供体制について 

厚生労働省は、「外国人患者の受入拠点となる医療機関」の選定を進める

こととしている。この受入れ拠点は、以下の２種類の医療機関である。 
① 都道府県単位で選定する外国人患者で入院を要する救急患者に対応可能

な医療機関 
② ２次医療圏単位で選定する「外国人患者を受入れ可能な医療機関（診療

所・歯科診療所も含む）」 

 
この仕組みは、外国人患者と医師の双方が信頼し合えることを支援するも

のにしなければならない。 

医療機関において、外国人患者受け入れのための研修機会を設け、外国人

患者にとって、適切な医療機関を負担なく受けられるような制度にしなけれ

ばならない。 

ただ、上記の②の医療機関において、個々に研修を実施することは負担が

大きいため、行政や医師会による実施を検討するべきである。 
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○地域における外国人医療対策協議会の設置 

・都道府県に設置する外国人医療対策協議会について 

厚生労働省の実態調査によると、地方自治体における外国人患者受け入れ

体制や、外国人患者の受入実績を把握している都道府県は 1 都道府県(2%)で
あり、受入可能な医療機関の数や医療設備を把握している都道府県のうち、

10 都道府県(25%)は拡充が必要と考えている。 
 

 
そこで都道府県に設置する予定である外国人医療対策協議会については、

まず、国から都道府県に対し、訪日外国人の増加に伴い、早急に外国人に対

する医療提供を考える必要があることを周知するべきである。特に「当地に

は外国人観光客は多くはこない」いう予断を取り除くことや、地方自治体に

おける主担当部局の調整等の問題を解決していく必要がある。 
そして医療機関の把握に際してはどの医療機関がどのような傷病に対応で

きるのかを整理する必要がある。 
次に、この協議会は、医師会をはじめ、歯科医師会、薬剤師関連団体、医

療通訳、保険会社、観光・旅行業等で構成する必要がある。この点、釧路市

等では、既に外国人傷病者の連絡協議会を設立しており参考になる。 
 

・ワンストップ窓口について 

ワンストップ窓口については、国は、都道府県に１つ設置し、医療機関か

らの相談を一元化する案を提示している。 
しかし窓口は、都道府県行政が設置しても、経験を蓄積するまでに時間が

かかるほか、そもそも対応できる範囲・人的資源・能力にも限界がある。 
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そのため、業務の中でも共通するものと各都道府県などの現地で対応する

ものを分け、前者は広域拠点で対応することも検討するべきである。また、

能力的限界については、従来より外国人医療を行ってきた医療機関の外国人

受入れ医療コーディネーターや民間の機関（特定非営利活動法人 AMDA 国
際医療情報センターなど）には、市町村等自治体からの問い合わせへの対応

も含め、外国人患者に関する様々なノウハウが蓄積されている。このような

経験豊富な外国人患者受入れ医療コーディネーターや民間の経験や機能を十

分に活用することが重要である。 
次に、窓口の機能については、外国人に対する医療機関を紹介する他、国

内では稀な感染症等の症例について適切な医療機関への相談を仲介する仕組

みが必要である。そして「相談」だけでなく、大使館領事館との調整や死亡

者搬送等を始め、一定の「対応」を行う機能が必要である。この事案が発生

してから帰国まで、一貫した情報収集と整理、それを記録できる機能が必要

である。 
また、前述の通りこの窓口機能は、医療機関からの相談だけでなく、外国

人が持つ疑問や問題を回答・解説する機能が必要である。 
 

 

○感染症対策 

訪日外国人の発症の中には、日本には発症頻度が極めて低い、もしくは発

症事例がない感染症がある。これを一般的な医療機関が診断することには限

界がある。そこで診察した医療機関は、「一般的な症状とは異なる」ことを

認めた場合、国や感染症の専門家から直接助言をもらえるような相談システ

ムを構築する必要である。 
そして、適切な医療機関への紹介ができるようにするべきである。この適

切な医療機関については、各医療機関が、どの感染症に対応が可能かを報告

できるような仕組みを作る必要がある。なお、申告した医療機関に患者が集

中する可能性がある。このことを踏まえた適切な医療機関を示せるようにす

る必要がある。 
さらに、外国人患者に対しても、適切な医療機関にかかるように事前に周

知していくべきである。例えば東京都においては、感染症に特化して 8 カ国

語に対応した外国人向けの「医療機関へのかかり方を示したパンフレット」

を作成しているが、これらを参考にしたものを作成し配布するなどの対応が

考えられる。 
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宿泊施設で知識、経験がないとタイムラグが発生する。宿泊施設に対する

啓発も重要である。感染症に罹患している外国人に付き添うこととなった、

一次対応者や発症場所における２次感染の防止や対応も重要である。 
 
 

○人材育成 

・外国人医療に関する教育について 

まず医師の卒後教育において外国人に対する医療提供について教えていく

べきである。日本医師会の生涯教育制度が、卒後教育プログラムとして有効

である。 

そして将来的には、外国人医療に関する講義、研修を医学、看護学の教育

カリキュラムに入れることも視野にいれて検討することが考えられる。 
つぎに、医療通訳者の養成については、言語だけではなく医療制度、対応

言語が属する文化・社会背景の知識、職業倫理等、専門的な人材の育成が重

要である。 
厚生労働省は、「医療通訳育成カリキュラム」を公開している。 
参考：厚生労働省 「医療通訳育成カリキュラム」 
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000056944.html 

2019 年のラグビーワールドカップ、2020 年の東京オリンピック・パラリ

ンピックを前に、医療通訳者の育成を早急に行う必要がある。そのために国

は、通訳の育成や役割分担等の体制を構築する必要がある。また、成田空港

など海外の玄関口となる場所では特に、救急医療における医療通訳体制の整

備が必要である。 
 

・医療通訳関係者の情報共有の場について 

また、医療通訳にかかる関係者が持つ情報を、総合的・横断的に共有する

場が十分でない。そこで、医療通訳にかかる関係者が一堂に会する場を設け

るべきである。日本医師会は、各医療通訳団体等の持つ情報を総合的・横断

的に共有するために 2019 年 1 月 22 日に医療通訳団体等連絡協議会を開催し

た。 
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・外国人患者受入れ医療コーディネーターについて 

外国人患者受入れ医療コーディネーターは、その定義を明らかにする必要

がある。厚生労働省の「訪日外国人旅行者に対する医療の提供に関する検討

会」においては、事務局案として「外国人患者が医療機関を訪れた際、当該

医療機関内における一連の手続きをサポートし、必要に応じて他の医療機関

を紹介する等、円滑な医療提供体制を支える潤滑油的役割を担う調整役」と

示されている。 
今後、これらの定義や役割を検討していき、その上で、養成事業を支援す

る必要がある。 
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また、すべての医療機関に医療コーディネーターを配備することは難し

い。そのために、拠点となる医療機関を中心に医療コーディネーターの養

成、配置を支援しつつ、その他全医療機関が最低限の基礎知識を得られるよ

うな研修の場を提供するなど、医療コーディネーターに相当する公的サービ

スを整備する必要がある。 
 
 

○マニュアル整備 

厚生労働省は、医療機関及び都道府県向けのマニュアルを作成した。 
マニュアルは、外国人患者数がそれ程多くなく、外国人受入体制が整って

いない医療機関でも使用できる内容とするべきである。そして、日本と異な

る文化（宗教、慣習、死生観、医療）に対応できる内容にすることも求めら

れる。 
 
 

【その他】 

○訪日外国人と在留外国人に対する医療 

比較的短期間の滞在である訪日外国人と、在留資格を持つ外国人に対する

医療のあるべき姿は、分けて考えるべきである。本委員会では、以下「訪日

外国人」と「在留外国人」に分けて記載する。 
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「２」訪日外国人 

【日本入国まで】 

○不払い実績者への入国審査の厳格化 

内閣官房 健康・医療戦略推進本部による「訪日外国人に対する適切な医

療等の確保に関するワーキンググループ」では、過去に医療費の不払い等の

経歴のある外国人観光客に対し厳格な審査を実施し、新たな医療費の不払い

発生を防止し、不払いの経歴がある外国人観光客の情報を集約して、法務省

に通知する体制について検討する予定である。 
 
 
【日本入国後】 

○円滑な支払いの支援 

・キャッシュレスについて 

まず、支払いの問題は、外国人であるがゆえに発生する問題ではない。こ

のことを前提に考える必要がある。 
このことを踏まえ、円滑な支払いを促進するためには、クレジットカード

などによる支払方法のキャッシュレス化が有効である。日本医師会は、2018
年 7 月より一般社団法人キャッシュレス推進協議会の会員として参画してい

る。また 2019 年度には、医療のキャッシュレス化を検討するプロジェクト

が立ち上がる予定である。その場において必要な提言をしていくべきであ

る。 
訪日外国人は、自由診療の費用を支払えるほどの現金を保有しているとは

限らない。旅館業等の一次対応者が、立て替え払いを要求されたケースもあ

る。これらの問題に対応するためにも、国は医療機関のキャッシュレス化を

支援する必要があると考える。 
・価格帯及び費用請求について 

次に、外国人は日本における自由診療の相場を知らないことが多い。その

ため治療前に診療費の相場感を説明する必要がある。医療機関の中には自由

診療における価格提示に慣れていないところもある。国は、このような医療

機関のために、疾病別におおよその費用算出についての考え方を示すべきで

ある。 
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この場合、電話通訳を含む医療通訳などの費用についても事前に説明する

必要がある。医療通訳における最終受益者は外国人患者であり、医療機関が

負担すべきではない。今後、訪日外国人における医療通訳にかかる費用をど

う賄うかは、費用を旅行保険に含めることを含め検討する必要がある。 

また、保険の内容を医療機関で確認することは非常に難しい。簡易に保険

の種類・支払いの方法等を確認できるような仕組みが必要である。 
なお、医療通訳に関わる費用は、特に保険診療においては、別途患者へ請

求することが可能であることを改めて周知していく必要がある。 
 
 

【出国後】 

○訴訟リスク 

・裁判籍及び外国判決について 

外国人旅行者が出国後、日本での治療結果に対し、訴訟提起することが考

えられる。その際、裁判籍が問題の１つとなる。 
裁判籍は、外国人の本国の法律によることになるが、あらかじめ診療の際

に万一訴訟になった際の裁判籍について日本とする契約条項を入れることが

有効であると考える。 
もちろん、裁判籍条項が当事者を常に拘束するものではないが、一定の抑

止力としての効果が期待できる。 
 
外国で下された判決は、民事訴訟法 118 条に規定する要件を満たせば、自

動的に承認され、日本国内で当該医療機関の関係者の財産等の差押えなど、

強制執行ができることになる。日本の裁判所は外国で下された判決の当否は

調査しない。 
 
（外国裁判所の確定判決の効力） 
第百十八条 外国裁判所の確定判決は、次に掲げる要件のすべてを具備する場合に限

り、その効力を有する。 
一 法令又は条約により外国裁判所の裁判権が認められること 
二 敗訴の被告が訴訟の開始に必要な呼出し若しくは命令の送達（公示送達その他これ

に類する送達を除く。）を受けたこと又はこれを受けなかったが応訴したこと 
三 判決の内容及び訴訟手続が日本における公の秩序又は善良の風俗に反しないこと 
四 相互の保証があること 
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この中では、第四号「相互の保証があること」4が重要である。 
よって現在のところ外国での判決をもって、わが国において強制執行され

る危険は低いと思われるが、今後も裁判所の動向を注視する必要がある。 
また、法の適用に関する通則法第 17 条第 2 項では「不法行為について外

国法によるべき場合において、当該外国法を適用すべき事実が当該外国法及

び日本法により不法となるときであっても、被害者は、日本法により認めら

れる損害賠償その他の処分でなければ請求することができない」とされてい

るので、たとえば、懲罰的損害賠償などは認められない。 
 

・誤訳を原因とする紛争について 

誤訳を原因とした訴訟等の紛争となった場合、責任の所在が問題となる。

これは医療機関と通訳者/通訳事業者との契約内容により決まるが、誤訳を原

因とした場合も医療機関に責任を帰する事例もある。 
明確な通訳者の誤訳による責任は、通訳者が負担することとするべきであ

る。 
また、通訳者として友人や家族が対応した場合の誤訳の問題については、

患者側のリスクであるが、実際に誤訳の事実を医療機関が証明することは難

しい。できる限り患者本人とその友人や家族等に誤訳のリスクを伝え、しか

るべき医療通訳事業者を介した通訳にすることを奨める必要がある。 

 
 スマートフォン等のアプリケーションを利用した翻訳やインターネットの

翻訳サイト、翻訳機器等の翻訳ツールについても、たとえ誤訳があったとし

てもそれを確認する術がなく、翻訳結果の利用により生じた一切の損害につ

いて翻訳ツールの免責としていることから、利用する側のリスクを内包して

いるものとして十分に理解し、医療機関側で利用場面をよく検討する必要が

ある。翻訳ツール使用の場合には誤訳が起こりうることを念頭に入れ、大切

な説明をする時には、医療コーディネーターもしくは専門の医療通訳者（派

遣若しくは電話）を活用するべきである。 

 
現在の医療通訳等の普及・精度等に鑑みると、医療事務については翻訳ツ

ール等での対応も一定の場合可能であるが、実際の通訳については、電話通

訳等の通訳者による対応が必要であると考える。 

                      
4 相互保証が認められた国（州）として、米国（カリフォルニア州、オレゴン州、ハワイ州、ミネソタ州、

バージニア州、メリーランド州、ニューヨーク州、ネバダ州、ワシントン D.C.）、イングランド、ウェー

ルズ、ドイツ、香港（英領として）、オーストラリア、韓国、シンガポールがある。（2019 年 1 月現在） 
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○未収金 

未収金発生の予防のためには、まず医師自らが、外国人患者に対してどこ

まで医療を提供するか十分に考える必要がある。そして医師は、事前に提供

する医療の内容を説明して、提供する医療並びにかかる費用と支払方法につ

き合意を取ることが必要である。 

ただ、緊急重篤な患者に対し事前に合意をとることは事実上不可能であ

る。 
未収金の例では、国際空港近くの救命救急センターで年間約 1,200 万円の

未収金が発生している。また、治療および国外搬送等をも含め 1,000 万円を

超える額になったという話があった。1 症例のレベルでは、自由診療（国内

の診療報酬を適用）の例で、解離性動脈瘤で 511 万円、脳梗塞で 261 万円と

いう事例がある。 
これに対しては、公的補助を中心とした支援が考えられる。国はこのよう

な仕組みを検討するべきである。 
この支援は、訪日外国人が加入する旅行保険等では適用外となる医療行為

（既往症、疾病の程度、特定の医療技術、分娩）が未収金となった場合のリ

スクを軽減する機能も期待できる。 
これに関連して患者が保険に加入していても保険が償還払いの場合、帰国

してからの償還となる。この場合、その場で支払いができないという未回収

のリスクは軽減されない。 
 
また、医療機関向けの未収医療費保険については、日本人・外国人を問わ

ず適用される。本来、患者から償還されるべき未収金対策の趣旨からは外れ

るが、未払い患者に対する督促や債権管理までサービスに含めている保険商

品も増えてきているので、全くの未回収となる事態を防ぐため一定の役割が

ある。 

 
 
「３」在留外国人 

○特定技能の在留資格に係る制度について 

2018 年 12 月の臨時国会において、出入国管理及び難民認定法及び法務省

設置法の一部が改正され、2019 年 4 月 1 日より施行されることとなった。

（一部を除く）本制度は、国内での生産性向上や人材確保の取組を実施して



 19 / 23 

 

もなお人材確保が困難な産業上の分野に、一定の専門性・能力を有する即戦

力の外国人を受け入れるものである。 

 

当該外国人の入国届出等を管理し、指導・助言を行うため、法務省外局と

して「出入国在留管理庁」が新設された。さらに、受入が十分でない中小企

業等を支援するため、「登録支援機関」の届出制度を創設している。登録支

援機関は一定の要件を満たせばだれでも登録できる仕組みとなっているが、

登録支援機関の監督は「出入国在留管理庁」が行い、法令違反や不適切な対

応をしていれば登録を取り消すことになる。 

この「登録支援機関」による支援に、「近隣の外国語対応可能な医療機関

の情報提供」がある。受入機関や登録支援機関による在留外国人への支援の

一環として、わが国の医療保険制度の説明およびその加入促進が期待され

る。 
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◯保険の適用について 

在留外国人の国民健康保険等の不適正使用の問題は、一部報道がなされて

いるが、保険の不適正使用は外国人だけの問題ではないことに留意する必要

がある。 
在留外国人の人権、医療機関への負荷、そして適正な保険適用に向け、バ

ランスの取れた制度設計が必要である。 
また、医療保険の保険料は、その者の年間の収入を基に計算される。その

ため、１年目、２年目は収入が反映されない低廉な保険料で保険診療を受け

ることができることになるが、この問題は慎重に検討していく必要がある。 
 
 

◯本人確認について 

平成 24 年 7 月 9 日より、外国人住民を住民基本台帳法の適用対象に加え

られた。対象となる外国人は、中長期在留者（在留カード交付対象者）と特

別永住者（特別永住者証明書交付対象者）等住民票を作成する者である。 
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住民票への記載事項に「氏名」等があるが、氏名以外の呼称であって、国

内における社会生活上通用していることその他の事由により居住関係の公証

のために住民票に記載することが必要であると認められる場合は「通称」の

記載が認められている。そして、国民健康保険証は、住民基本台帳の記載事

項を記載するため、通称での記載が可能である。 
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他方在留カードは法務省の管轄で本名でなければいけないため、国民健康

保険証と在留カードと名前が異なる場合が出てくる。その結果、本人確認が

困難になる。 
在留外国人が通称名を使用することには、わが国の歴史的経緯を含め、無

用な差別を回避するためとの見解がある。まずは差別解消にむけた教育が必

要である。 
そして同時に、本人確認が適切にできる方策も講じるべきである。 

 
 

◯予防接種の問診票の内容、形式について 

予防接種の問診票は市町村ごとに作成するため、内容・形式が異なる。そ

の結果、問診票の翻訳も市町村ごとに行わなければならない。現行制度で

は、在留外国人に予防接種禍が発生した場合、接種を受けた在留外国人への

説明が不十分であったとして、医師の過失が問われる可能性がある。 
国は、同じ予防接種については問診部分について全国共通のものを作成す

るべきである。そのようにすることで、外国人にとっても予防接種の機会を

広げることになる。 
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◯日本の医療保険制度の周知について 

在留外国人の方々の中には医療保険に加入されない方もいる。これらが医

療機関における医療費未払いの一因となっているが、これはわが国の医療保

険制度を説明する機会が少ない可能性が要因の一つと考えられる。 
技能実習生や留学生に対しては、来日時や就学・就業のときに、オリエン

テーションを開催して日本の医療保険制度と医療相談窓口についての周知

と、医療保険加入を勧奨する必要がある。 
そして、我が国の医療保険制度は国民皆保険制度であり全ての日本に住む

者は保険料を支払う義務があることを理解してもらうことが大切である。ま

た、生活困窮者の場合には、生活保護制度を含め様々な社会保障が用意され

ているので、その場合は行政の窓口へ相談に行くよう説明しておくべきであ

る（申請主義）。 

 
 

【参考】外国人住民の動きと市町村及び法務省入国管理局との情報の流れ 

 
 


